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2025年 12月 26日 

 

プルデンシャル生命保険株式会社 

 

「営業職員チャネルのコンプライアンス・リスク管理態勢の更なる 

高度化にかかる着眼点」を踏まえた取組み状況のご報告 

 

 
1.はじめに 

プルデンシャル生命保険株式会社（代表取締役社長 間原 寛）は、Vision、Mission、Strategy、

を経営の基本方針として、ライフプランナーによるコンサルティング・セールスという独自のビジ

ネスモデルを展開してまいりました。 

Vision ：我々は、日本の生命保険事業の在り方に変革をもたらし、日本の生命保険市場にお 

いて顧客から最も信頼される会社となる。 

Mission ：我々は、顧客の一人一人が経済的な保障と心の平和を得ることができるように、最 

高のサービスを提供することを使命とする。 

Strategy ：我々は、生命保険の真のプロフェッショナルであるライフプランナーを育成し、一 

人一人の顧客に対してニードセールスを行い、保険金をお届けするまで一生涯に亘 

りパーソナルなサービスを提供する。 

当社では、営業社員であるライフプランナーが生涯にわたってお客さまに寄り添い、経済的な保

障と心の平和をお届けするという当社のビジネスの遂行において、実効性のあるコンプライアンス・

リスク管理が必要不可欠であると考えています。そのため、経営陣を先頭に、全社的な取組みを進

めております。 

2025 年 4月 18日に生命保険協会により、「営業職員チャネルのコンプライアンス・リスク管理態

勢の更なる高度化にかかる着眼点」（以下、「着眼点 1」）が更新されたことに伴い、当社におけるコ

ンプライアンス・リスク管理態勢について、着眼点の各項目に対する当社の取組みを取りまとめま

した。 

なお、ホームページにて公表しておりますとおり、当社元社員による不適切な投資勧誘や個人情

報漏えい等の事象が発覚しております。これまで真因分析を行うとともに、現在、再発防止策の策

定を進めておりますので、その内容も踏まえ、ご報告申し上げます。 
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2.当社の主な取組み状況 

１．コンプライアンス・リスク管理態勢 

＜着眼点の記載内容（生命保険協会より）＞ 

「コンプライアンス・リスク管理態勢」は、各社の業務運営の基礎となる組織体制の構築や

企業文化の形成等を指す。営業職員チャネルの特徴・強みであるお客さまとの強固な信頼関係

に応え変わらぬ安心をお届けしていくためには、目指す理念や価値観の共有、実効的な統制策

を遂行する強固な組織体制の構築等、健全なコンプライアンス・リスク管理態勢の整備・維持

が求められる。 

 

＜当社の主な取組み＞ 

① 経営陣の姿勢・主導的役割 

 「全社ミーティング」および「理念を語る日」を定期的に開催しております。社員一丸

となるべく企業理念の浸透、会社の目指す方向性などのテーマについて、社長をはじめ

とする経営陣よりメッセージを発信しております。4月に実施した全社ミーティングに

おいては、コンプライアンスという切り口で評価した場合の当社の実態、およびそれに

対する取組みについてあらためて共有し、全社一丸となってこの課題の対応に当たる

という経営メッセージを発信しました。 

 変革の必要性を強く認識し、変革に向けた一体感を醸成するべく、6月～8月に、全社

員による対話を通して課題を認識し変革に向けて前進することを目的とした

CBT(Conference for Building Tomorrow)プログラムを実施いたしました。 

 

② 営業組織における管理者（支社長、営業拠点長等）の役割 

 各支社の支社長およびオフィス・マネージャー（支社内勤）をコンプライアンス・オフ

ィサーに任命し、加えて支社ごとにアシスタント・コンプライアンス・オフィサー（ラ

イフプランナー・支社内勤社員の中から選出）を配置しています。毎年支社ごとにコン

プライアンス目標およびアクションプランを策定し、実行のサポートを本社が行って

おります。 

 

③ より良い企業文化の形成に向けた取組み 

 6 月～7 月に、親会社であるプルデンシャル・ホールディング・オブ・ジャパン株式会社

（以下、「PHJ」）主導の下、グループ全社員に対して企業文化を調査するカルチャーサーベ

イと課題（イシュー）を調査するイシューサーベイを実施し、また、当社独自で本社勤務

社員に対してインタビュー形式による調査を実施しました。カルチャーサーベイにて、行

動スタイルの優先度に係るグループ各社間・部署間・役職間の比較等を通じて、不適正事

象発生の真因につながるギャップを分析しました。また、イシューサーベイにおいて、顕

在化している課題（イシュー）を深掘りすることで、組織風土以外の真因について検証し

ました。これらの検証結果を起点に健全な企業文化の醸成及びコンプライアンス・リスク

に対するコントロール・モニタリングの強化に努めています。 
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④ 三線管理態勢の構築 

 三線管理態勢の強化を目的とし 1線である支社と 2線の間に営業管理本部を 1.5線の部署

として 4月に組成しました。営業管理本部は支社における管理態勢・推進状況に関わるモ

ニタリングおよび指導を行うことにより、営業管理に関する意識向上を図るとともに適切

な態勢の整備および推進に努めています。 

 

 

２．コンプライアンス・リスクの評価 

＜着眼点の記載内容＞ 

「コンプライアンス・リスクの評価」は、自社の事業における固有のリスクや、防止すべき

不適正事象の影響度・頻度等について、適切に評価することを指す。それぞれのリスクに応じ

た適切な態勢を構築するコンプライアンス・リスク管理の考え方においては、各社にて営業職

員チャネルの特徴や自社の特性等に応じたリスクの評価がなされることが求められる。 

 

＜当社の主な取組み＞ 

 不適正事象への対応としてプロジェクトを立ち上げ、発生原因の深掘りを行うため「営業

現場」「組織風土」「経営管理態勢」「三線管理態勢の課題」の 4つのワーキンググループを

設置しました。経営陣の主導の下、関連する取締役および執行役員を中心に、徹底的な議

論・検討を重ねております。 

 不適正事象が複数発覚したことを受け、各支社からライフプランナー、営業管理職、オフ

ィス・マネージャーの代表者を集め、対面で発生原因や解決策を話し合う「車座ミーティ

ング」を実施しました。 

 プルデンシャル・グループ共通の「コンプライアンス・リスク管理プログラム」により、

コンプライアンス・リスクを特定・評価しています。また、年次計画に基づき、テスティ

ングやモニタリングを実施し、認識された課題に対してアクションプランを講じるなど、

コンプライアンス・リスクの低減に向けて PDCAサイクルを回しています。 

 

 

３．コンプライアンス・リスクに対するコントロールの整備・実施 

＜着眼点の記載内容＞ 

「コンプライアンス・リスクに対するコントロールの整備・実施」は、統制環境やリスク評

価にもとづく、コンプライアンス・リスク管理上の具体的な統制策に関する取組みを指す。営

業職員チャネルにおける不適正行為の防止のためには、前述のリスク評価の結果も踏まえた

強固な統制策の整備・実施が求められる。 

 

＜当社の主な取組み＞ 

① 業務ルールの明確化 

 当社社員がお客さまから直接現金をお預かりすることはないことを、ホームページやお手続

き時の画面・帳票等に表示し、お客さまへの注意喚起を行っております。 

 会社で取り扱わない金融・投資商品の紹介・勧誘行為を過去に行ったことがあるか、他の
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社員がそのような行為を行ったことを知っているか、また個人情報を外部に提供しないこ

と、退職後に所持し続けないことを確認するため、全社員から宣誓書を取得しました。 

 

② 教育・研修 

 コンプライアンスの徹底については、社員一人ひとりの意識・行動が最も重要と考え、法

令や社内規程等を解説した「コンプライアンス・マニュアル」を定め、全社員に周知して

いるほか、各種 E-ラーニング研修や支社・本社に設置しているコンプライアンス・オフィ

サーへ研修を実施する等、コンプライアンス意識の醸成に努めています。 

 

③ 人事・報酬（表彰）制度 

 ライフプランナーの報酬や各種表彰について、お客さまへの最適な保全対応や保険販売に

関する品質等を評価項目へ組み入れるなど、更なるお客さま本位の業務運営につながるよ

う努めています。 

 営業管理職の報酬や人事制度に支社のガバナンス、およびコンプライアンスに関する項目

を設けるなど、適切な動機付けを行うよう努めています。 

 

④ 営業職員の活動管理 

 営業所長は、お客さまのお申し出、苦情に関してライフプランナーが適切に対応してい

るか確認し、適宜フォロー、指導を行っております。お客さまの契約状況等の変化につ

いてライフプランナーが適切に対応しているかを営業所長が会社のシステムにて確認

し、日々ライフプランナーとコミュニケーションをとっています。 

 定期的にライフプランナーと営業管理職が面談を行う機会を増やし、活動の振り返り

やライフプランナーの状況等を確認します。コミュニケーションの機会を増やすこと

で、一定期間の活動傾向をもとにした懸念情報把握（マネーマネジメント、コンプライ

アンス関連を含む）の精度を向上させ、予兆把握強化、牽制強化を目指します。 

 

 

４．コンプライアンス・リスクのモニタリングおよび不適正事象の（予兆）把握時の対応 

＜着眼点の記載内容＞ 

「コンプライアンス・リスクのモニタリング」は、自社におけるリスク評価やコントロール

の状況を含む、自社のコンプライアンス・リスク管理態勢の整備・機能状況の監視を指す。新

型コロナウイルス感染症の感染拡大やデジタライゼーションの進展等に伴うリモート環境下

での活動機会の増加等、環境の変化によりリスクの状況や統制策の実効性等も変化しうるも

のであり、実効的なコンプライアンス・リスク管理態勢の維持のためには 、コントロールを

通じて得られる不適正事象の予兆情報も含め、適切なモニタリングの実施が求められる。 

 

＜当社の主な取組み＞ 

① コンプライアンス・リスクのモニタリング 

 リスクベースでの金銭不祥事案の注意喚起（牽制）および発見（被害に遭っているお客さ

まを見つける）のため、機械学習モデルを活用し、対象ライフプランナーおよび顧客を特
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定したうえで、顧客へのアンケート（郵送または Web回答）および能動的アウトバウンド

コールを実施することを予定しています。 

 1.5 線として創設された営業管理本部が支社を訪問し、問題点の洗い出しとそれに対する

指導を行います。その中で、営業管理職や複数の営業職員に対するアンケートやヒアリン

グを通じて、不祥事の予兆把握に努めます。 

 

② 不適正事象の（予兆）把握時の対応 

 不適正事象の懸念情報が検知された際には、当社経営陣、関係部署、および PHJ等に対し

速やかに報告される仕組みを整えています。また、発覚した事象について全容解明・被害

拡大防止・対応の十分性や透明性の確保の観点から全社対応の必要性を判断する態勢を整

備しています。 

 不適正事象が発覚した際に余件調査も含め深度ある調査を行うための必要な体制整備に

努めています。 

 

 

５．コミュニケーション 

＜着眼点の記載内容＞ 

ここでいう「コミュニケーション」とは、必要な情報が適時適切に、社内外の関係者に伝達

されるための管理態勢および日常業務における取組みを指す。社内環境等の要因によるコミ

ュニケーションの不足は、不適正事象の抑止・発見の阻害要因ともなり得ることから、社内・

社外（お客さまや各種ステークホルダー等）との適切なコミュニケーションが行われる環境や

態勢を構築することが求められる。 

 

＜当社の主な取組み＞ 

① 社内におけるコミュニケーション 

 支社全体のコミュニケーションを活性化させ、同時に「情報共有やコンプライアンスの

確認」をさらに実現することを目的に、支社ミーティングは原則対面にて行っておりま

す。 

 様々な施策の背景・目的を社内全体に的確に伝えるために、情報の重要度に応じて、社内

掲示板での案内だけでなく、必要な情報を集約した特設ページを作成したり、経営陣のメ

ッセージを動画配信したりするなどの取組みを行っています。また、支社長連絡会におい

て、経営陣・本社から経営判断や各種施策を直接説明する機会を設けています。 

 

② 社外とのコミュニケーション 

 ホームページへよくあるご質問を掲載するほか、コールセンター、契約者専用 Webサイト、

ホームページ等の複数のお申出窓口を設置し、お客さまからの照会・相談に対応していま

す。また、顧客満足度調査やお客さまへのアンケート調査も実施し、お客さまより不適正

事象（予兆）のお申出があった場合には、対応内容を関係部署間で横断的に検討し、真摯

に対応しています。 

 ホームページ上で、当社において不適切な金銭の取り扱いが発覚していることをお伝えす
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るとともに、他にも心当たりのある方がいらっしゃらないか呼びかけています。 

 毎年、お客さま宛に送付している生命保険料控除証明書の案内に不正な金銭の授受・投資斡

旋等を禁止行為として明確化したうえで、お客さまに対しても広く注意喚起を行っています。 

 

③ 内部通報制度 

 内部通報の窓口については、社内窓口のみならず外部事業者が運営する窓口および外部の

弁護士事務所にも設置しており、その利用は社員のみならず、退職者、外部委託業者も含

め広く利用できるようにしています。 

 内部通報制度の信頼性の向上に向け、内部通報件数をホームページで公表しています。 

 

 

６．監査 

＜着眼点の記載内容＞ 

「監査」部門は、三線管理態勢において、営業組織等の業務部門（1線）・コンプライアンス

部門（2線）のコンプライアンス・リスクに関する態勢や取組みが適正かつ有効に構築・実施

されているかの検証を行い、改善につなげる役割を担っている。 営業職員チャネルのコンプ

ライアンス・リスク管理態勢が実効的に整備されるにあたり、監査部門が営業職員チャネルの

特性や自社を取り巻く環境等を理解し、役割を発揮していくことも求められる。 

 

＜当社の主な取組み＞ 

 内部監査は、外部人材の獲得、PHJグループ会社間でのリソース共有、グローバルチーム

からの専門知識の活用を組み合わせることで、営業関連リスクへの一貫した監査カバレッ

ジを確保する統合的な監査フレームワークを構築しています。 

 内部監査は、継続的なモニタリングおよびリスク評価の一環として、データを用いた定性

的・定量的な分析を実施し、営業組織、本社、2線機能全体での課題を特定し、リスクに

応じた監査の優先順位を決定しています。 

 内部監査は、営業職員チャネルに重点を置き、支社・営業所へのオンサイトレビューを実

施することで、コンプライアンスおよびリスク管理態勢が営業現場レベルで有効に機能し

ているかを確認しています。 

 

3.おわりに 

当社では、企業理念の浸透・継承、コンプライアンス・リスクの独自評価、様々なコントロール

策および全社的なコミュニケーションの活性策を実施してまいりました。 

当社が社会的責任を果たしていくためにも、今後も社員一人ひとりがコンプライアンス・リスク

に関してより一層の当事者意識を持ち、自浄作用を発揮できるよう、強固な態勢の整備を継続し

てまいります。 

 

以上 

 

 


